
1 ．�はじめに
　災害により発生する廃棄物は，被災地の環境，
経済，社会に深刻な影響を与え，復旧・復興の大

きな障害となってきた。例えば，2011年東日本大
震災では，2,200万トン以上の災害廃棄物が発生し，
これは当時の日本全国の年間廃棄物量の約 2 年分
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に相当する1）。このような膨大な災害廃棄物の処
理は被災自治体のみでは対応できず，全国174自
治体に委託した広域処理をもってしても，最終処
分までに約 3 年を要した2）。近年は地球温暖化の
影響で台風や集中豪雨などの風水害が激甚化し，
災害廃棄物の発生量は増大傾向にある。例えば，
2018年の西日本豪雨では広島市で約58万トンの廃
棄物が発生し，地域の廃棄物管理能力を大幅に超
過した3）。
　災害時の廃棄物処理は，焼却などに伴う CO2 排
出量増加や，最終処分場の容量逼迫といった新た
な環境・社会的負荷も引き起こす。東日本大震災
では約250万トンの廃棄物を焼却した結果，約200
万トンの CO2 が排出されたとされている1）。こう
した環境負荷は復興の過程で見落とされがちだが，
将来に向けたより持続可能な地域再生を実現する
には，その軽減のための努力が不可欠である。
　災害廃棄物の再利用に関しては，環境省1）をは
じめとする各種ガイドラインが整備されており，
東日本大震災時の企業対応の事例など，有用な経
験が蓄積されている。例えば，岩手県では大規模
セメント工場を中心に災害廃棄物の83％，津波堆
積物の100％をリサイクルすることに成功してい
る。また，仙台市においても地元業界団体と連携
した処理が行われ，効率的な対応が実施された4,5）。
しかし，これらの取り組みは主に災害発生後の応
急的な対応が多く，災害発生後に考案された災害
廃棄物処理の各自治体で実際に導入された仕組み
などがその他の地域に活かされていない問題があ
る。
　以上のように，災害廃棄物の処分だけではなく，
資源の有効活用や，環境負荷の低減，多角的な視
点かつ多様な主体の協力による対応は大きな課題
となってきた。特に，循環型社会の構築に向けた
取り組みが加速する中で，災害廃棄物の再利用促
進は重要な課題として位置づけられる。また，被
災地では復旧・復興のための資源が不足すること
が多く，速やかな災害廃棄物の再利用によるイン
フラ復旧への活用が有効となる。しかしながら，
このような多方面にあたる災害廃棄物の問題につ
いて，個別の事例や研究蓄積は進んでいるものの，

包括的な整理は十分に行われているとはいえない。
　そこで本研究では，災害廃棄物処理に関する国
内外の研究・実務動向をレビューし，既往災害の
対応事例に基づいて実務的・制度的課題を抽出す
るとともに，それらに対する研究的アプローチの
現状と今後の展望を示すことを目的とする。なお，
本研究では，過去の主要なレビュー研究との差異
を明確にするため，Brown ら6）および Zhang ら7）

を参照する。Brown らは，災害廃棄物の発生量
推計や技術的処理に焦点を当てており，制度設計
や災害対応実務に関する検討は限定的であった。
Zhang らは，Scopus 収録の英語文献を対象に，
2011年以降の研究動向を 9 分類で整理し，包括的
なレビューを試みているが，著者ら自身が「多く
のギャップは依然として解消されていない」と述
べており，特に制度間比較，社会的文脈，実務現
場との連携に関しては分析が不十分であることが
指摘されている。本研究では，日本を含む複数
国・地域の制度・政策・実務を対象に，英語文献
に加えて日本語文献や行政資料も含めた分析を
行っており，既往のレビューでは取り上げられて
こなかった国内の災害経験や制度運用の実態も反
映している。特に，災害廃棄物処理における課題
構造を多角的に整理するため，著者らは 8 つの観
点から文献レビューを実施し，実務的・政策的課
題を抽出した。これにより，Zhang らの分類を踏
まえつつ，それでは十分に補足されていなかった
制度・運用の観点を補完し，今後の災害廃棄物処
理の制度設計や国際比較に資する知見を導出して
いる。この際，がれき発生量の推計，処理コスト，
環境負荷分析，リサイクル技術の進展状況などに
焦点をあて，技術の現状について包括的な調査を
実施する。また，技術，コスト，環境負荷だけで
はなく，効率的な災害廃棄物再利用促進体制にも
焦点を当て，企業間連携や市民参加，政策・制度
分析等の今後の研究の方向性について考察する。

2 ．�災害廃棄物に関する既往研究のレビュー
2. 1　�文献調査の方法

　本研究では，災害廃棄物に関する既往研究の現
状と課題を明らかにするため，J-STAGE，Scopus
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および Google Scholar の 3 つのデータベースを
用いて文献検索を実施した。和文用としては，

「災害廃棄物」「がれき」「廃棄物処理」「リサイク
ル」，英文用としては「Disaster Waste」「Disaster 

Debris」「Recycle」「Sustainable Management」を
検索語に設定し，AND・OR の論理演算子を適宜
用いた。検索対象は論文タイトル・抄録・本文の
いずれかに該当キーワードを含むものとし，検索
実施日は2024年10月～2025年 2 月である。対象と
した文献は，査読付き学術論文，国際会議論文，
学会誌掲載記事を中心とした。検索により抽出さ
れた文献のうち，内容が災害廃棄物の実態把握・
処理・政策制度・環境影響・産業連携等に一定以
上言及していると筆者が判断したものをレビュー
対象とした。選定にあたっては，抄録および本文
全体を確認し，災害廃棄物処理に関する記述が本
文の 3 割以上を占めているものを中心に採用した。
さらに，抽出された文献を著者で精読し，主観的
に 8 つの評価指標に分類した。このように分類の
透明性と再現性を確保することに努めたが，筆者
による主観的な判断が含まれている点は今後の課
題として認識している。例えば，キーワードのみ
を用いたシンプルな分類や言語処理プログラムな
どを用いたより客観的な分類についても検討する
必要がある。結果として，合計137件（和文：100
件，英文：37件）について文献情報の整理を行っ
た。

2. 2　�論文の整理方法
　本研究では，以下で述べる災害廃棄物に関する
8 つの視点を設定し，収集した文献の整理と分析
を行った。具体的には，発生量推計方法，処理速
度，再利用方法，廃棄物処理方式，環境影響評価，
地域社会と市民参加，政策・制度，関連産業と企
業間ネットワークの各観点から，各文献の内容や
手法，結果を比較検討することとした。本研究で
設定した 8 つの評価指標は，既往のレビュー研究
における分類枠組みで Zhang ら7）が示した 9 分類
を基礎にしつつ，実際に精読した137件の文献か
ら抽出された主要な論点やキーワードをもとに再
編成したものである。具体的には，Scopus およ

び J-STAGE のデータベースで収集・精読した文
献の中で繰り返し言及されていた主題（処理速度，
再利用方法，環境影響評価，制度的課題）を軸に，
技術面・制度面・社会面のバランスを考慮しなが
ら分類項目を検討した。さらに，2025年 3 月に実
施した検討会において，福田（廃棄物処理の実務），
梶谷（災害，社会経済影響），岡崎（コンクリート，
資源再利用），末永（流体，環境）が各専門の観点
から災害廃棄物処理の一連の課題についてブレイ
ンストーミングを行うことにより，策定したもの
である。なお，この検討時点において，既に文献
レビューはほぼ終了しており，各文献の論点を踏
まえながら，分類項目の網羅性のチェックを行っ
た。
　オーバーラップする概念も多く含んでいる。例
えば，処理速度は再利用方法にも大きく関係する
問題であるが，再利用に関係なく処分の迅速化に
貢献したような事例を中心に分類を行っている。
また，処理方式と処理速度にも密接な関係がある
が，処理速度には処理能力向上等の工学的，技術
的な問題を，処理方式には自治体間連携や処理の
コンセプトを含めた実災害事例を中心に分類を
行った。評価指標の概要と対応する文献番号を表
形式でまとめたものが表 1となる。
　表 1より，「処理速度」「廃棄物処理方式」「政
策・制度」がそれぞれ47件，56件，63件の文献で
取り上げられており，関心の高い内容になってい
ることが分かる。一方，「環境影響評価」「関連産
業と企業間ネットワーク」がそれぞれ22件，34件
であり，取り扱っている文献は少なく，特に「企
業間ネットワーク」を形成することで災害廃棄物
処理を効率的に行った事例や提案が少ない。また，

「環境影響評価」は海外文献の割合が高く，国内
で十分な議論が行われていない可能性がある。
　図 1は，収集した論文を時系列で整理したもの
である。1995年に発表された日本の初期の研究例
では越波による舗装破壊機構に関する内容であ
り8），現在の家庭ごみを含めた災害廃棄物全般に
関する研究とはやや異なる。1998年に発表された
海外事例は，仮設処理施設の設置と資源循環を含
む建設廃棄物管理についてであり，こちらは現在
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に至るまでの主要な研究課題である9）。災害廃棄
物に関する文献数（学術論文，技術報告，行政資
料等を含む）は，2011年の東日本大震災以降増加
傾向にある。近年，特に2022年に論文数が増加し
ているのは，災害の増加，過去災害の教訓や将来
災害への備え，新技術への関心の高まりを反映し
ているものと考えられる。
　図 2は，各評価指標の国内外文献数を示してお
り，研究の進展や実務的な事例の蓄積によって発
生している関心領域と，未開拓領域を把握し，今
後の研究方向性を検討するうえで有益な視点を提
供している。図 2より，処理速度・廃棄物処理方
式・政策制度に関する研究が多く，関心の高い

テーマであることが分かる。一方で，環境影響評
価および関連産業・企業間ネットワークに関する
研究は相対的に少なく，今後の研究の充実が求め
られる領域であるといえる。特に，企業間連携に
よる処理効率の向上や，CO2 排出量以外の環境影
響に関する定量的評価手法の確立は，実務的にも
重要な課題である。

3 ．�各評価項目別のレビュー結果のまとめ
　本章では，図 2で示した 8 つの評価指標ごとに
文献を整理し，研究の傾向や特徴について記述す
る。ただし，各評価項目に該当するすべての文献
を詳細に分析することは本稿の範囲を超えるため，

表 1　各評価指標と参考文献

評価指標 概要 文献（海外文献は太文字）

発生量推計方法 災害廃棄物の発生量推計事例，
推計方法に関する研究

1-4，6-9，17，19-21，27，39，44，48，64，72，80，86，88，92-93，99，102，104，108-109，
111-112，115，118，123-125，128，131，134，136

処理速度 災害廃棄物処理の迅速化実績
と課題に関する研究

1-4，6，15-18，21-23，26-27，36-38，48-49，52，55，56-57，59，60，72，75-79，83-84，
91-93，101，105，108，110-112，117，120，126，129，134

再利用方法 災害廃棄物再利用技術の応用
事例とその効果評価

4，7，13，21-22，24-27，33-34，41-42，48，51，55，60，66，70，80-81，93，95，100-101，
104，106，114-116，127，129-131

廃棄物処理方式 多様な処理方式と最適化処分
技術の体系的検討

2-4，7，9，22，31-34，36，39，48，50，53-54，57-59，63，71，75，80-81，84-87，90-94，98，
100-102，105，107-111，114-115，117，121-126，130，132，136-137

環境影響評価 CO2 排出量評価と環境負荷低
減策の検証 9，28，30，36-39，48，55，103，105，108-109，114-115，119，124，129，132，134-136

地域社会と市民
参加

保管場所や廃棄物が地域社会
に与える長期影響

28，33，35，41-44，48，53，55，57，61，63，69-71，74-75，82-84，93，95-96，102-106，
108，111，114-119，121-123，125-126，130-131，133，135

政策・制度 現行制度の課題と新たな政策
提案の可能性評価

3-4，7，10，14，18，27，29，33-34，38，48-49，50-53，55，57，60，63，68，70，72-76，78-
82，85，88，95-102，105-109，111，113-118，120-122，125-128，131，135，137

関連産業と企業
間ネットワーク

リサイクル産業と連携企業の
経済効果分析や企業間ネット
ワーク形成の事例分析

25-26，29，33，35，44-47，52-54，62，66，71-77，84，97，99，100，124，134（うち，企業
間ネットワークに触れている文献：20，58，106，113，118，121，125）
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代表的・特徴的な文献を抽出し，傾向を示すにと
どまる。したがって，本章の記述は探索的レ
ビューとしての位置づけを有し，網羅的・定量的
分析は今後の課題としたい。

3. 1　�発生量推計方法
　災害廃棄物の発生量を正確に推計することは，
処理計画の策定や処理能力の確保，環境影響評価
など，様々な面で重要となる。既存研究の動向と
しては地震，津波，水害等を対象に，建物被害推
定に基づき，がれきや家庭ごみの発生量推計方法
を提案するものが多く見られる。平山ら10）は，首
都圏大規模水害時の水害廃棄物発生量の推定手法
を検討し，浸水継続時間を考慮することで推定精
度が向上することを示している。小島ら11）は，南
海トラフ地震により生じる津波災害廃棄物量のリ
スク評価を行い，津波浸水深と建物被害の関係か
ら廃棄物発生量を推計している。中尾ら12,13）は，
市町村別での災害廃棄物発生原単位の整備に関す
る研究を行い，南海トラフ地震防災対策推進地域
および特別強化地域を対象に，より精度の高い廃
棄物量推計手法を提案している。また海外では
AI と画像解析を活用し発生量を比較的高精度に
推計する手法が開発されている16-18）。
　加えて，2011年以降に多発している水害（例：
2018年西日本豪雨，2019年東日本豪雨，令和 2 年

7 月豪雨）に伴う災害廃棄物の発生特性や推計手
法に関する研究も今後さらに重要となる。現在の
ところ，首都圏水害を対象とした平山ら8）の研究
や，津波災害を含めた発生量推計研究はあるもの
の，水害特有の堆積物や流木等の処理課題が定量
的に分析されたような研究は限られており，今後
の重要な検討課題となっている。なお，災害廃棄
物の発生量推計に関する体系的整理としては，多
島ら14）による国内研究のレビューがある。
　特に本研究では，災害対応マネジメントの視点
から，23の異なる推計手法を災害フェーズ別・
データ種別・原単位別に整理し，推計値のばらつ
きや現場運用上の留意点を明らかにしている。一
方，Marchesini ら15）は国際的な文献レビューを
通じ，被害面積，建物被害，衛星画像解析等の技
術的推計手法を分類し，技術の進展や将来課題を
提示している。本稿ではこれらのレビュー成果を
踏まえた上で，推計手法に加えて，制度・政策・
社会受容性といった周辺環境との関係性や，国・
地域間での違いを含めて統合的に位置づけること
を試みている。
　基本的に，廃棄物量推計分野の研究では，建物
被害に基づく推計などあるが，災害の種類や規模，
地域特性によって廃棄物の発生量は大きく異なる。
より精度の高い推計を行うためには，以下の点が
課題として挙げられる。
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図 2　評価指標別の参考文献
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・ 災害の種類・規模に応じた推計モデルの開発：
　 　発災形態に応じた推計モデルの整備は，的確

な初動対応に直結する。串山ら19）は，熊本地震
での解体建物の廃棄物量原単位を設定し，地震
特性に応じた推計精度の向上を試みているが，
災害廃棄物の質と量は，災害の種別や地域条件，
都市構造などによって大きく異なる。例えば，
地震災害では倒壊建物が多数発生するため，廃
棄物の大半はコンクリートがら，木くず，金属
などの建設系混合廃棄物が中心となり，量も膨
大になりやすい。一方で，水害（洪水や豪雨）
では，浸水による家具・家電・畳などの家庭系
ごみが主となり，悪臭や腐敗，感染リスクを伴
う可燃性廃棄物が大量に発生する傾向にある。
また，土砂災害では，土砂・流木・建材が混在
した処理困難な廃棄物が多く，早期分別や重機
回収の困難性が課題となる。このように，災害
の種別によって廃棄物の性状が大きく異なるこ
とから，発生源別の特性に応じた対応が求めら
れる。

・ 地域特性の考慮：
　 　推計の精度を高めるには，建物構造や人口密

度などの地域特性を反映する必要がある。後藤
ら20）は，プッシュ型支援における物流網の分析
を通じ，災害時の地域特性に応じた物資配送が
重要であり，これが災害廃棄物発生量の地域差
把握にも通じると述べている。

・ 廃棄物発生量の経時変化の把握：
　 　廃棄物発生量が時間とともに変化する点にも

注意が必要である。すなわち，多くの災害廃棄
物は災害発生時に建物倒壊や浸水などによって
一斉に発生するが，その後の応急対応段階では
家財・生活ごみや衛生系廃棄物が持ち出され，
復旧・復興段階では建物解体に伴う建設系廃棄
物や除去土砂などが徐々に増加する。したがっ
て，廃棄物の「総量」は発災直後にピークとな
る場合が多いが，実際の搬出量や処理対象は時
間とともに変化し続けるため，段階に応じた対
応が求められる。橋本・寺島21）は，建築物解体
廃棄物の原単位設定において，解体時期のばら
つきが発生量に影響を与えることを示しており，

経時変化を取り込んだ推計モデルの導入が必要
であると指摘している。

3. 2　�処理速度
　災害廃棄物の処理速度は，被災地の生活環境の
回復，二次災害の防止，復興の進捗に大きく影響
する。既存研究の動向は処理能力の向上，広域処
理の必要性，処理効率の検討などが行われている。
処理能力や搬出手段の確保といった物理的条件に
より，実際の処理速度は制約を受ける。加えて，
災害廃棄物の発生そのものが建物解体の進行状況
に依存する場面も多く，特に地震災害後における
全壊・半壊家屋の解体が遅延することで，廃棄物
の発生・搬出・処理の全体スケジュールが遅延す
る要因となっている。実際に，熊本地震後に熊本
県が災害廃棄物処理で得られた「経験や教訓」を
後世や県内外に広く発信していくことを目的とし
て記録した「平成28年熊本地震における災害廃棄
物処理の記録」22）では，建物所有者の意向確認，
解体同意書の取得，業者手配の混雑等が要因とな
り，建物解体の進行が律速的な要素となったこと
が報告されている。
　また能登半島地震における全壊・半壊家屋の解
体遅延は，廃棄物の発生・搬出・処理の全体スケ
ジュールに遅延をもたらす要因となった23）。解体
作業の遅れは，廃棄物処理の遅れに直結し，復旧
作業全体の遅れに繋がったと考えられる。例えば，
平山ら24）は，南海トラフ巨大地震時における災害
廃棄物処理に係る災害対応ソースを検討し，処理
能力の向上や広域処理の必要性を指摘している。
宮内ら25）は，セルオートマトン法を用いた災害廃
棄物収集運搬モデルによる処理効率の検討を行い，
収集運搬ルートの最適化による処理速度向上効果
を検証している。太田ら26）は，仮置場の確保面積
と収集運搬効率からみた災害廃棄物目標処理期間
の検討を行い，効率的な処理体制構築のための指
針を示している。Domingo ら27）は，カンタベリー
地震（2010年ニュージーランド）で「ピックアン
ドゴー」戦略が導入され，災害廃棄物を再利用先
へ直接移行することで処理速度を向上させたこと
を報告している。
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　また，災害廃棄物の処理方式は，仮置場での選
別・破砕を経て中間処理施設に搬入され，焼却や
埋立，資源化されるものが多い。処理工程の効率
化を図るうえでは，投入される廃棄物の組成や物
理的性状の把握が重要となる。たとえば，清水
ら28）は，土砂混合廃棄物の分別特性において含水
率や細粒分の含有率が，廃棄物の塊状化や処理機
器での選別効率に大きな影響を及ぼすことを示し
ている。こうした物理特性の違いに応じた分別・
破砕処理技術の最適化が，処理能力向上や再資源
化率の改善につながる。本稿では主に技術体系の
俯瞰に留まっていたが，今後はこのような詳細分
析を行った研究成果も積極的に取り上げ，処理プ
ロセスの改善方策に関する知見をより深くレ
ビューする必要がある。
　以下，個別の処理施設における処理速度を高め
るための課題と今後の展望を挙げられる。
・ 処理工程の効率化：
　 　廃棄物の収集から最終処分に至る全工程の最

適化が求められている。国土交通省29）は，全国
の災害廃棄物等処理事例を通じ，ICT の活用や
収集ルートの最適化が効率化に資することを提
示している。特に，可視化されたフローと処理
標準の導入は，作業時間の短縮と人材配置の合
理化に効果的であるとされている。

・ 処理能力の向上：
　 　大規模災害時には処理能力の限界が早期復旧

を阻む要因となる。鈴木ら30）は，平常時の廃棄
物処理能力を災害時の視点から再評価し，処理
能力向上のためには施設の柔軟な運用と自治体
間の資源共有が重要であると指摘している。処
理施設の増強や機動的な仮設施設の導入は，初
動対応の質を左右する要素とされる。

3. 3　�再利用方法（建設資材，エネルギー創出）
　災害廃棄物を単なる廃棄物として処理するので
はなく，資源として有効活用することは，循環型
社会の構築，環境負荷の低減，復興費用の削減に
貢献することとなる。既存研究の動向としてはコ
ンクリートがれきを再利用した建設資材の開発や，
木質系廃棄物を利用したバイオマスエネルギーの

創出など，様々な再利用方法が提案されている。
一部の再生資材については，現場レベルでの再利
用や公共工事への転用もなされているが，再利用
の促進には法的・制度的課題も大きい。たとえば，
リサイクル材の用途制限，環境基準の適用，再利
用後の責任所在の不明確さなどが，自治体や処理
業者の判断を困難にしている40）。
　本稿では，こうした法制度に関する課題を第3.7
節にて整理・考察するため，本節では再利用に関
する技術的および運用上の課題に焦点をあてる。
久田31,32）は，災害廃棄物の有効利用に関する研究
を行い，コンクリートがれきを再利用した建設資
材の開発や，木質系廃棄物を利用したバイオマス
エネルギーの創出など，様々な再利用方法を提案
している。伊藤ら33）は，震災で発生したコンク
リートがらの漁場施設への適用性に関する研究を
行い，新たな再利用の可能性を示している。川西
ら34）は，災害廃棄物を用いたブロック製品の開発
を行い，実用化に向けた取り組みを進めている。
東日本大震災では，被災地の企業が連携し，木く
ずをバイオマス発電ボイラーの燃料として活用す
る取り組みが行われた。Francesco ら35）は，イタ
リアにおける複数の自然災害事例を振り返り，ラ
クイラ地震（2009年イタリア）後の C&D 廃棄物
は採石場の復元材として活用されたが，アスベス
ト含有物の分別・管理が課題となったことを報告
している。
　その他の課題と今後の展望としては以下の点が
挙げられる。
・ 再利用技術の開発：
　 　災害廃棄物の再利用は，循環型社会の構築に

資する取り組みである。髙瀬ら36）は，バイオマ
ス発電に用いる木質廃棄物の燃料化に関して，
含水率と形状の違いが燃焼効率に与える影響を
実験的に分析しており，再利用技術の高度化が
処理効率とエネルギー回収率向上に貢献する可
能性を指摘している。含水率は，災害発生の時
期や保管方法などにも依存する問題であり，保
管コストも含めた様々な条件を考慮したシミュ
レーションが必要である。

・ 品質基準の確立：
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　 　安全かつ持続可能な再利用には，製品の品質
基準が不可欠である。丸山37）は，再利用資材と
してのコンクリートの CO2 固定量を測定する
標準手法の確立を提案し，環境性能の可視化が
製品信頼性向上と利用促進に寄与することを示
している。定量的な指標の設定が求められる。

・ 再利用コストの低減：
　 　再利用はコスト面での課題も多く，経済性の

検討が必要である。中谷ら38）は，分別・破砕・
搬送などを含む中間処理の総コストは 1 トンあ
たり12,000～14,000円程度と報告しており，再
利用促進には処理工程ごとの費用低減策と効率
的な流通体制が鍵となる。

・ 地域経済への効果と需要創出：
　 　再利用による地域内循環は，経済波及効果の

面でも注目される。佐伯ら39）は，災害廃棄物由
来の再利用製品が地域産業に及ぼす環境・経済
効果を LCA（ライフサイクルアセスメント）的
手法で定量評価し，再利用が地域雇用創出や資
材需要拡大に寄与する可能性を示している。

3. 4　�廃棄物処理方式
　災害廃棄物の処理方式は，災害の種類や規模，
発生する廃棄物の種類や量，地域の状況などに応
じて適切に選択する必要がある。既存研究の動向
は分別収集の重要性，中間処理施設の役割，最終
処分場の確保など，様々な課題が指摘されている。
西川ら40）は，災害廃棄物等の処理に関する課題と
その対応について論じ，分別収集の重要性や，中
間処理施設の役割，最終処分場の確保などの課題
を指摘している。青山41）は，石巻ブロックにおけ
る災害廃棄物の処理状況について報告し，実際に
行った処理方法や課題を明らかにしている。小林
ら42）は，熊本地震における災害廃棄物処理の現状
について報告し，被災地の状況に応じた処理方法
の選択の重要性を示している。Hong ら18）は，畳
み込みニューラルネットワーク（CNN）を活用し，
廃棄物分類の自動化が可能となり，適切な処理方
法の選定を支援できるとしている。
　AI 技術の導入により，災害廃棄物の画像分類
や搬送ルートの最適化が試みられている。特に

CNN は，仮置場や処理施設で撮影された廃棄物
画像をもとに，木材・プラスチック・金属・コン
クリートなどのカテゴリに自動分類するために用
いられており，処理ラインでの自動選別や効率化
に貢献しつつある。これにより，作業員の負担軽
減や選別精度の向上，作業の迅速化が期待されて
いる。ただし，実用化に向けては大量の学習デー
タの確保や，天候・照明などの外的要因による画
像品質のばらつき対応などが課題とされてい
る16-18）。
　一般的に，災害廃棄物は既存施設で処理され，
施設条件を考慮して処理可能量が試算される。処
理は貯留・中間処理後，資源化と焼却・埋立に分
類される。また，埋立容量は，残余年数10年を確
保する形で算出されており，突発的な災害は埋め
立て容量の逼迫に繋がる。代替手段として海面処
分が考えられる。この手法は，阪神・淡路大震災
の際にも実際に活用された事例がある43）が，適地
を事前に検討しておくことが重要となる。
　その他の課題と今後の展望としては以下の点が
挙げられる。
・ 広域処理体制の構築：
　 　被災地のみでは対応困難な状況では，広域処

理の制度化が鍵となる。土井・福原44）は，不整
地での物資輸送を想定した高機動車両設計の研
究を通じて，広域処理の前提として輸送手段の
確保と道路網の維持が重要であると述べている。
処理施設の配置だけでなく，輸送インフラとそ
の運用計画の整備も広域処理体制の効率化に直
結する。

・ コストの削減：
　 　水谷ら45）は，南海トラフ巨大地震のシナリオ

における廃棄物処理費用を推計し，広域処理に
よるスケールメリットや再利用促進がコスト削
減に有効であることを報告している。

・ 地域の実情への対応：
　 　災害廃棄物の処理方式は，地域ごとに異なる

災害種別や廃棄物の性状，処理能力，社会状況
を踏まえて決定する必要がある。小林ら42）は，
熊本地震の事例から，地域の処理体制や人材確
保の状況に応じて処理手法を柔軟に選択した経
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緯を報告している。また，西川ら40）も，地域特
性を踏まえた中間処理施設や最終処分場の確保
の重要性を指摘している。さらに，処理効率の
観点からは，中間処理工程の計画的整備が不可
欠である。太田ら20）は，仮置場の設置面積と収
集運搬効率の関係を分析し，適切な仮置場配置
が目標処理期間の短縮に大きく寄与することを
示した。加えて，宮内ら19）は，セルオートマト
ン法を用いた搬送ルートの最適化によって，収
集時間と燃料消費量の低減が可能であると報告
している。こうした研究は，輸送ネットワーク
を含む中間処理の設計が，全体の処理工程にお
けるボトルネック解消に資することを示唆して
おり，実務上の戦略策定にも有用である。

　なお，過去の災害において実際に行われた処理
方式をまとめたものを表 2に示す。災害現場で
様々な議論を経て考案された方式はメリットが多
いと考えられ，被災経験のない自治体においても，
予算的手当てなどを考慮しながら，事前復興計画
などに取り入れていくべき内容が多く含まれてい
る。

3. 5　�環境影響評価
　災害廃棄物の処理は，CO2 排出量増加など，環
境に様々な影響を与える可能性がある。環境影響
を評価し，環境負荷を低減するための対策を検討
することが重要である。既存研究の動向としては
CO2 排出量などの環境負荷を定量的に評価する手

法や，環境負荷低減に向けた対策などが検討され
ている。大杉ら46）は，住家被害による家屋解体及
び運搬に伴う CO2 排出量評価手法の検討を行い，
災害廃棄物処理における環境負荷を定量的に評価
している。丸山37）は，コンクリートにおける
CO2 固定量評価の標準化に関する研究開発を行い，
CO2 排出量削減に向けた取り組みを進めている。
水谷ら45）は，南海トラフ巨大地震の災害廃棄物処
理に要する費用と CO2 排出量の推計を行い，環
境負荷低減の重要性を指摘している。横浜市は，
災害廃棄物処理計画において，安全性を確保しな
がら民間の最終処分場を活用する方針を示してい
る40）。また，処理対象量の見直しを行い，資源化
を進めることで最終処分量を削減する計画となっ
ている。
　海外では災害時の不法投棄や一時保管施設の不
足により，廃棄物の広域・長距離輸送が必要とな
る事例が見られる。これにより，CO2 排出増加や
交通渋滞といった二次的な環境・社会的被害が発
生し，適切な廃棄物管理体制の未整備がこれらを
助長していることが報告されている9,35,48,49）。
　また，環境リスク対応の観点では災害廃棄物中
に含まれる石綿（アスベスト）は，解体・分別処
理の際に空中に飛散するおそれがあり，作業員や
周辺住民への健康リスクを引き起こす点で環境影
響評価上きわめて重要な要素である。東日本大震
災では，事前調査が十分でないままに被災建築物
が解体され，石綿飛散の懸念が指摘された50）。ま

表 2　災害廃棄物処理方式の分類例と特徴：処理主体・処理工程等による分類視点の整理

方式 特徴 メリット デメリット

東松島方式 東日本大震災で生まれた，被災者自身による手作業での
分別と徹底的なリサイクルを特徴とする方法

費用削減，雇用創出，環境
保護

労力と時間が必要，正確な
分別には多くの人手が必要

神戸方式
阪神・淡路大震災で発生した膨大な量の災害廃棄物を，
広域連携や仮置場の活用，分別解体などによって処理し
た方式

迅速な処理，再資源化の促
進，広域連携

仮置場の確保，分別解体の
徹底

福岡方式 埋立地の底部に集排水管を設けることで通気と排水を同
時に行い，廃棄物の分解を促進する埋立技術

環境負荷の低減，早期の安
定化 費用

釜石方式 東日本大震災で発生した津波堆積物を含む災害廃棄物を，
徹底した分別と高度な処理技術によって処理した方式

高いリサイクル率，環境負
荷の低減 費用，処理期間

広島方式 災害廃棄物処理計画に基づき，業界団体や県外大手処理
業者の協力を得るなど，迅速な処理体制を構築した方式

迅速な処理体制の構築，広
域連携 計画の柔軟性

熊本方式 発災から 2 年以内の処理終了を目標に，市町村や関係団
体と一体となり処理を進めた方式

迅速な処理，地域経済への
配慮 仮置場の確保
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た，熊本地震においても，石綿含有建材の事前把
握と，専門家派遣による対策支援が実施され，事
前・事後の管理体制の重要性が再認識された51）。
加えて，近年では現場での迅速な石綿検出の必要
性が高まっており，山本ら52）は，米国 EPA 法や
偏光顕微鏡（PLM 法），近赤外分析（NIR 法）を
活用した石綿の簡易識別手法を提案し，現場即応
性の高い技術としての有効性を示している。今後
の災害時対応では，こうした技術の現場導入を含
む環境リスク対応の高度化が求められる。
　その他の課題と今後の展望として以下の点が挙
げられる。
・ CO2 排出量の低減：
　 　災害廃棄物の処理は，CO2排出量の増加や最

終処分場の容量逼迫など，環境にさまざまな影
響を及ぼす可能性がある。このような環境負荷
を低減するためには，焼却処理時の排ガス処理
の徹底，最終処分場での浸出水管理，さらには
再利用の促進といった多様な環境配慮型の処理
方法を導入する必要がある。大杉ら46）は，住家
解体・運搬に伴う CO2 排出量を定量的に評価
し，環境負荷の可視化と対策の必要性を示して
いる。また，丸山37）はコンクリートの CO2 固
定機能の標準化に関する研究を通じて，資源循
環型処理の重要性を指摘している。さらに，水
谷ら45）は，南海トラフ地震想定下における災害
廃棄物処理において，費用と CO2 排出量の同
時評価を行い，低環境負荷な処理戦略の重要性
を強調している。

・ CO2 排出量以外の環境影響評価：
　 　若倉53）は，廃棄物処理施設における事故と安

全問題を分析し，排ガスや水質汚濁，騒音など
多様な環境影響の評価が必要であると指摘して
いる。CO2 排出量以外にも多面的な指標の導入
が求められる。

・ ライフサイクルアセスメント：
　 　丸山37）は，コンクリートの CO2 固定量を評

価し，材料生産から利用・処分に至る LCA 的
視点が必要と述べている。災害廃棄物でも，収
集・処理・最終処分まで一貫した環境評価の枠
組み構築が求められる。

・ 環境負荷低減対策の検討：
　 　大杉ら46）は，家屋解体・運搬による CO2 排

出を評価し，処理手法の選択によって環境負荷
に差が生じることを示している。処理効率化や
再利用の促進を通じた負荷低減対策の必要性が
示唆される。

・ マテリアル・ケミカルリサイクル：
　 　平山ら54）は，災害廃棄物と下水汚泥の混合処

理の実証を通じ，混焼や化学的再資源化が
CO2 削減に有効であることを報告している。コ
ンクリートがれきの再利用では，岩手県大船渡
セメント工場の事例が示す通り，破砕粒度0.5-
20 mm の骨材を混合比30％で使用した場合，
強度基準 JIS A 5308 を満たしつつ CO2 排出量
を従来比22％削減したことが報告されている4）。

3. 6　�地域社会と市民参加
　災害廃棄物処理は，将来の地域社会の持続可能
性にも影響を与える。災害廃棄物を資源として有
効活用することで，地域経済の活性化や雇用創出，
環境保全などにつなげることが期待される。既存
研究の動向として地域住民の参加による災害廃棄
物処理の重要性や，地域社会の復興に向けた視点
などが論じられている。石丸ら55）は，災害廃棄物
処理におけるコミュニティの力と災害に強いまち
づくりへの検討を行い，地域住民の参加による災
害廃棄物処理の重要性を指摘している。亀田
ら56,57）は，自治体における職員の当事者意識と災
害廃棄物対策の実効性評価の関係に関する研究を
行い，地域社会における意識改革の必要性を示し
ている。平山ら58）は，復旧の質（QoR: Quality of 

Recovery）を考慮した災害廃棄物処理対策を提案
し，地域社会の復興に向けた視点の重要性を強調
している。
　課題と今後の展望として以下の点が挙げられる。
・ 地域住民参加の促進：
　 　石丸ら55）は，災害廃棄物処理において住民の

参加が処理の効率化と地域の自立的復興に寄与
することを報告している。分別やボランティア
活動などを通じて，住民主体の関与を促進する
ことが効果的であるとされる。表 2に示した東
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松島方式も地域住民参加の好事例であり，3.4
で述べた地域の実情への対応も住民参加促進の
鍵を握ると考えられる。

・ 地域資源の活用：
　 　川辺59）は，大船渡工場におけるセメント原料

としての災害廃棄物再利用が地域経済の回復と
資源循環に貢献した事例を紹介しており，地域
資源としての有効活用が雇用創出や環境保全に
もつながることを示している。

・ 持続可能な地域社会の構築：
　 　平山ら58）は，復旧の質（QoR）を踏まえた災

害廃棄物処理の枠組みを提案し，地域資源の再
活用や環境負荷の低減が持続可能な社会の基盤
となると述べている。地域ごとの資源循環構築
が重要とされる。

・ 復旧の質（QoR）の向上：
　 　亀田ら56,57）は，自治体職員の意識と対策実効

性の関係を分析し，地域住民のニーズや QoR

に配慮した災害廃棄物処理が，復旧過程におい
て重要な役割を果たすことを明らかにしている。

3. 7　�政策・制度
　災害廃棄物処理を円滑に進めるためには，適切
な政策・制度の整備が不可欠である。既存の政
策・制度の問題点を分析し，より効果的な制度設
計に向けた提案を行うことが重要である。イタリ
アとスリランカの海外事例49,60）では，法制度の未
整備により事前の準備不足が廃棄物処理の遅延と
非効率性を生んでいることが指摘されている。我
が国においては現状の政策・制度における課題の
指摘や，政策・制度の改善に向けた提言などがい
くつかなされており，具体的には以下のような点
が挙げられる。
・ 法制度の整備：
　 　災害廃棄物処理を迅速・適切に進めるには，

制度面の基盤整備が前提となる。宇佐見ら61）は，
首都直下地震を想定した災害廃棄物処理におい
て，責任分担や処理基準の不明確さが制度上の
課題であると指摘している。廃棄物処理に関す
る制度面では，災害発生後の迅速な対応と広域
的な調整が求められる。

　 　現在，災害廃棄物の処理に関連する法制度と
しては，主に①災害対策基本法，②廃棄物の処
理及び清掃に関する法律（廃掃法），③環境省

「災害廃棄物対策指針」等がある。これらは通
常災害対応を前提とした運用となっており，自
治体が廃棄物処理の責任主体である点や，事前
の協定・計画に依存する枠組みである点が共通
している。しかし，廃掃法においては災害廃棄
物の明確な定義が存在せず，平時の一般廃棄物
との線引きが不明確であることや広域処理の受
入において法的強制力がなく自治体間の協力体
制が不安定であること，それに加えて広域処理
の受入において法的強制力がなく，自治体間の
協力体制が不安定であることなど制度的課題が
指摘されている62）。法体系が縦割りで，建設
系・土木系・生活系廃棄物が別法体系で扱われ
るため，混在廃棄物に対応しづらい。これらを
踏まえ，国主導による制度統合や広域処理体制
の法制化，民間事業者との平時協定の義務化な
どが今後の改善方向として示されている。

・ 広域処理体制の構築：
　 　大規模災害では一自治体だけでの対応が困難

なため，処理体制においても触れた広域処理体
制が不可欠となる。環境省51）は，東日本大震災
の経験をもとに，広域処理を実現するには関係
自治体間の事前協定や調整，法的根拠の明確化
が必要であると提言している。被災地と受け入
れ側双方の合意形成が円滑な処理に直結するこ
とから，法制度と運用面の両面からの整備が求
められている。

・ 財政支援：
　 　災害廃棄物の処理には多額の費用がかかるた

め，安定的な財政支援制度が不可欠である。鎌
形63）は，災害廃棄物対策を推進するうえで，財
政支援の不十分さが現場対応力を弱める要因で
あると指摘し，国や自治体による恒常的かつ明
確な支援制度の構築が必要であると論じている。
これにより，災害時における迅速な初動対応と
継続的な処理活動が可能になるとされている。

・ 地域の実情への対応：
　 　地域ごとの災害特性や処理体制の違いに配慮
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した制度設計が求められている。近藤ら64）は，
三重県の事例を通じて，地域の実情を踏まえた
柔軟な制度が，災害時の実効性を高めると報告
している。被害規模や地域資源，地元事業者の
活用可能性などに応じた制度の構築が，持続可
能かつ効果的な災害廃棄物処理体制に寄与する
ことが示されている。

3. 8　�関連産業と企業間ネットワーク
　災害廃棄物処理には，建設業，廃棄物処理業，
運輸業などの関連産業や複数の企業が関与し，連
携の強化が重要である。川辺59）は，大船渡工場の
震災復旧と災害廃棄物処理について報告し，セメ
ント工場における災害廃棄物再利用の取り組みを
紹介している。山田ら65）は，東日本大震災の実績
からみた災害廃棄物処理に対する影響要因分析を
行い，関連産業の役割や課題を明らかにしている。
災害廃棄物処理に限った内容ではないが，中野66）

は，持続可能なサプライチェーンマネジメントに
ついて論じ，企業間連携の重要性を強調している。
樋口ら67）は，サプライチェーンにおける震災の間
接被害に関する研究を行い，企業間連携によるリ
スク低減効果を分析している。
　課題と今後の展望として以下の点が挙げられる。
・ 役割分担・情報共有・連携体制：
　 　多様な業種が関わる災害廃棄物処理では，平

時からの協力体制構築が重要である。磯打ら68）

は，東日本大震災をふまえた香川県企業の事業
継続計画（BCP）の取り組み状況を調査し，企
業間の情報共有と役割分担が災害対応力に直結
することを示している。災害廃棄物処理におい
ても多種多様な事業者が関与しており，自治体
と民間の連携の仕組み整備が求められている。

・ 民間企業活用と処理の効率化：
　 　災害時に既存の民間インフラや企業リソース

を活用することは，処理の迅速化に寄与する。
鹿嶋69）は，熊本地震に伴う製造業の復旧過程に
おいて，地域に根差した既存の産業基盤やサプ
ライチェーンの再構築が，迅速な操業再開や雇
用維持，地域経済の回復に寄与したと報告して
いる。例えば，地元中小企業や協力企業を巻き

込んだ代替生産や，過去の災害経験を踏まえた
BCP の活用が復旧を支えた。こうした地域資
源の柔軟な活用は，災害廃棄物処理にも応用可
能である。

・ 企業間連携とサプライチェーンの維持：
　 　災害時には企業間連携がサプライチェーン維

持に不可欠となる。西川ら70）は，地震時の事業
継続のためのリスク評価手法を提案し，サプラ
イチェーンに依存する企業ほど連携体制の整備
が重要と指摘している。廃棄物処理でも，事前
の連携体制が業務停滞を防ぐことが期待される。

・ 情報基盤技術の活用：
　 　持続可能な処理体制にはサプライチェーンの

可視化とデジタル連携も鍵となる。鳥居ら71）は，
災害廃棄物の国際的取組の中で，ブロック
チェーン技術による情報管理とサプライチェー
ン最適化の可能性を示している。企業間連携の
質向上にも資する。

4 ．�レビューから得られた知見に対する
考察

　 3 ．では，災害廃棄物処理に関する研究をレ
ビューし，発生量推計，処理速度，再利用方法，
廃棄物処理方式，環境影響評価，地域社会との関
係，政策・制度，関連産業と企業間ネットワーク
の 8 つの視点から現状と課題を整理した。これら
の課題を，即座に解決することは困難であるが，
萌芽的に発生しつつある技術や取り組みを踏まえ，
大規模災害時における廃棄物処理に求められる喫
緊の研究ならびに実務的課題について考察を行う。
　まず，災害廃棄物の処理技術においては，近年
進展しつつある画像解析技術を活用したリアルタ
イム廃棄物分類システムの導入が期待される。た
とえば，CNN を用いた画像分類技術では，一次
仮置場で搬入された廃棄物の表面画像をカメラで
取得し，木材，プラスチック，金属，コンクリー
ト等の種類に自動分類する手順が構築されている。
これは人手による粗選別作業の補助や効率化を目
的とした技術であり，照明条件や泥付きによる画
像品質の劣化に対応するため，複数アングルから
の学習モデルや物体検出アルゴリズムとの連携も

福田・梶谷・岡崎・末永：災害廃棄物処理の現状と課題122



進んでいる。このような画像解析技術は，主に一
次仮置場における初期選別や，二次仮置場におけ
る高度選別工程での適用が想定される。
　また，処理負荷の高い混合廃棄物の内容物把握
や，再資源化可能物の抽出率向上にも寄与する可
能性がある。今後は，センサー融合（画像＋近赤
外線など）による高精度判別や，実災害時におけ
るリアルタイム運用性の検証が課題となる。東日
本大震災では手作業による分別に平均3.2人日/ト
ンを要したが，仙台市で試験導入された AI 分類
システムは処理効率を37％向上させた実績があ
る5）。
　廃棄物発生量の予測においても AI を用いたア
プローチは有効と考えられる。米国 FEMA の災
害廃棄物推計モデル（AI 画像解析＋衛星データ）
は，誤差率± 9 ％という比較的高精度な推計結果
が得られており，実用段階にあるといえる16­18）。
一方，国内の自治体を対象としたアンケート調査

（回答率73％）では，災害時の廃棄物処理におい
て GIS 等の空間情報システムを「実際に活用でき
た」と回答した自治体は28％にとどまった。これ
は AI 導入以前に，情報基盤整備が十分に進んで
いない実態を示している。我が国においても建物
等の即時被害推計に AI を用いた研究は蓄積され
つつあり，今後の実装と連携強化が求められる2）。
　処理能力の向上のためには，3.2で述べた個別
施設を対象とした効率化や一時的な処理能力のだ
けではなく，やはり3.4処理体制や3.7制度・政策
で述べた広域連携は重要である。近年は発災後の
調整ではなく平時からの体制整備が重視され，
2025年 2 月には総務省が南海トラフ地震を想定し，
香川県・栃木県などの「支援自治体」計画を策定
した。これはカウンターパート方式に基づき，国
の要請を待たず職員派遣が可能となる支援体制の
構築を目指すものである68）。財政面では，環境省
の「広域処理支援基金」が処理単価を14,500円/ト
ンから9,800円/トンに圧縮した事例もあり2），リ
スクファイナンスの観点からもこうした基金方式
が有用であろう。
　また，南海トラフ巨大地震のようにこれまでに
経験したことがない災害廃棄物処理に対応するた

めには，廃棄物保管用地の確保に加えて，海面処
分の可能性についても検討の余地がある。例えば，
3.4で述べた阪神大震災の事例では，海面処分が
総処理量の18％を占めたことが報告されている。
一方，廃棄物からの漏洩物については注意が必要
であり，海洋環境影響評価手法の標準化が新たな
課題として浮上している1,2）。
　これまでの研究や報告事例が少ない企業間連携
による廃棄物処理は，災害廃棄物処理の効率化を
含めたあらゆる課題において重要なアプローチに
なりうる。その事例として東北地方の建設業18社
が形成した「災害廃棄物処理コンソーシアム」は
参考となる65）。本コンソーシアムでは，GPS 付
きダンプトラック158台の共同運用により，収集
ルート最適化により， 1 日当たり処理量を350ト
ンから640トンへ増加させた66）。このような，平
時からの業界横断的なプラットフォームの構築が，
災害時の廃棄物処理の効率化に繋がることは明ら
かである。
　廃棄物処理は再利用まで含めると多くの関連企
業が存在しており，こうした廃棄物処理・再利用
に関するサプライチェーンを可視化するとともに，
柔軟なサポートや代替手段を検討しておくことが
重要となろう。また，廃棄物処理に関するサプラ
イチェーンの透明化は，住民の処分場等の受入れ
においても重要な役割を果たす。例えば，サプラ
イチェーン可視化に関しては，既存の ICT を活
用した簡易システム（QR コードトレーサビリ
ティ）の導入が有望である。宮城県における実証
実験では，処理工程の透明性向上により住民の処
分場の受入反対率が34％→ 9 ％に改善したことが
報告されている65,67）。
　災害時には，機動的に保管場所や仮設処理場の
設置も求められ，この種の方式は関係者間の合意
形成において役立つものと考えられる。特に，中
間処理に関しては，仮置場の設置条件や収集運搬
ルートの最適化，分別・破砕工程の効率性が，最
終処理の成否を左右する鍵となる。仮置場の適切
な配置により輸送距離やコストが削減され，迅速
な処理につながるほか，分別精度の向上は再利用
率や環境負荷軽減にも直結する。これらの知見を
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踏まえると，中間処理の計画的整備は，災害時の
初動対応力と長期的な復旧効率を高める上で，今
後の制度設計や技術開発においても重視すべき論
点であると考える。
　その他の3.1～3.7に掲載した課題と展望すべて
について，議論を深めていくことが重要であるが，
あまり国内では目が向けられていない海外におけ
る事例分析についてもさらなる検討をしておくこ
とが必要である。例えば，2010年カンタベリー地
震（ニュージーランド）の「ピックアンドゴー」戦
略27）は，廃棄物を直接再利用サイトへ搬送する手
法で，処理期間を従来比62％短縮したことが報告
されているが，その際の施設や地形的条件など，
さらなる調査や分析が必要である。
　また，各国の災害廃棄物処理における課題は，
災害種別，行政制度，経済状況，環境政策の成熟
度などにより異なる。米国では州・連邦・自治体
間の役割分担の明確化や，民間事業者との契約ス
キームの整備が課題となっており，途上国では，
仮置場の確保や住民協力体制の構築が課題であ
る107）。これらの違いは，課題の普遍性とともに，
各国の文脈に即した対応策の必要性を示しており，
日本の今後の制度設計や国際連携のあり方を検討
する上で有用な示唆を提供する。また，CO2 排出
量をはじめとする環境影響評価に関しては，海外
文献の方が取り扱っている割合が高く，今後国際
比較や廃棄物処理の標準化を行っていくうえでも
諸外国の実態について把握することが求められよ
う。
　また，過去20年にわたる災害廃棄物処理の実務
と研究の蓄積により，課題の重点は「大量処理・
迅速処理」から「環境負荷の最小化」「資源循環」

「連携体制の構築」へと変化してきた。特に東日
本大震災後は，都道府県・市町村の役割分担，民
間委託のあり方，住民合意形成の重要性などが顕
在化した。こうした変遷を踏まえ，令和 6 年の

「災害廃棄物対策推進検討会」においては，「広域
的連携の強化」「循環型社会への貢献」「中長期的
な計画策定支援」など，これまでの制度・技術面
での成果を活かしつつ，今後の施策の方向性が示
された。この検討会では，処理体制の強靭化に加

え，発災時における関係主体間の情報共有，地域
間支援の枠組みの強化，ならびに被災地外での最
終処分の必要性なども論点として挙げられている。
以上のように，近年の政策的・制度的取り組みは，
これまでの課題を一定程度克服しつつも，持続可
能性やレジリエンスの観点から新たな対応を求め
る段階へと進んでいることが示唆される。

5 ．�まとめ
　本研究では，災害廃棄物処理と再利用に関する
137件の文献（和文：100件，英文：37件）をレ
ビューし，現状の課題と今後の展望について考察
した。本稿では，「発生量推計」「処理速度」「再利
用方法」「廃棄物処理方式」「環境影響評価」「地域
社会と住民参加」「政策・制度」「関連産業と企業
間ネットワーク」の 8 つの観点から分析を行い，
今後の課題を整理した。
　文献調査の結果，「処理速度」「廃棄物処理方式」

「政策・制度」に関する文献数が比較的多く，処
理に関する技術的進展や課題，政策・制度の拡充
を求める提案がなされてきている。そのなかでも
自治体間の広域連携は処理能力や制度の両方に共
通する課題であり，カウンターパート方式の活用
やその有効性の分析など今後も検討が必要となっ
ている。また，「廃棄物発生量」の推計や処理速
度の向上のためには，AI の活用も有用である。
　「再利用方法」の拡充に向けては，建設資材や
バイオマスエネルギーへの転換など技術的な進展
が見られる。今後は，品質基準の確立，コスト削
減，安定的な需要創出が鍵となる。また，東松島
方式では被災者自身がボランティアに参加し，極
めて高いリサイクル率を達成している。こうした

「住民参加」も含めたアプローチは，地域の新た
な雇用を生み出すという側面においても有効であ
る。
　「環境影響評価」では，CO2 排出量だけでなく，
ライフサイクル全体を通じた環境負荷の低減策を
検討する必要がある。トラックによる運搬までを
含めた全体最適化がなされているような事例もあ
り，保管場所やルートの検討など計画論的なアプ
ローチが求められる。一方，「環境影響評価」に
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関する文献は21件と最も少なく，今後より一層の
検討が求められる。
　環境負荷の低減や処理速度の向上のためには，

「関連産業と企業間ネットワーク」を考慮するこ
とも重要な課題である。特に「企業間ネットワー
ク」は文献数も少なくこうした取り組みはまだま
だ緒についたばかりであるが，東北地方の建設会
社による災害廃棄物コンソーシアムは先進的な参
考事例といえよう。
　以上，災害廃棄物に関する文献のレビューを通
じて，研究の動向や実際の廃棄物処理における事
例の整理を行った。本まとめでは各評価項目に対
する代表的な知見のみを取り上げているが，その
他の章や元となる文献には今後の進展が期待され
る萌芽的な研究やベストプラクティスとも呼べる
事例が多く含まれており，こうした情報の整理は
今後の災害廃棄物処理を検討するうえで有用と考
えられる。
　本研究は探索的レビューとして，災害廃棄物処
理に関する主要な研究を 8 つの評価指標で整理し
たが，文献の選定および記述の範囲には限界があ
り，すべての関連研究を網羅的に分析したもので
はない。また，図 2で示した文献数と，本文中で
取り上げた文献数との間には乖離が生じており，
今後はより系統的な文献レビューの設計や定量的
分析に基づく妥当性の担保が必要である。一方，
本研究では十分にレビューができていないが，廃
棄物保管場所の不足や処分施設の被害想定など，
廃棄物処分に関する課題は山積みである。また，
人口減少等の地域の社会経済状況の変化や災害の
激甚化や広域化に伴い，災害廃棄物の処理には今
まで以上の困難が伴うことが予想され，効率的な
対応方式や技術開発がより一層必要になる。特に
今後は，気候変動の影響による水害の頻発化を踏
まえ，水害由来の災害廃棄物の処理特性や制度的
対応についても，より一層の研究蓄積が求められ
る。
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要 旨

　災害廃棄物の処理は，迅速な復旧に加え，環境負荷の軽減や資源循環，地域経済の再構築と
いった多面的な役割を担っている。本研究では，発生量推計，処理速度，再利用技術，制度・
政策，社会参加など 8 つの視点から国内外の既存研究137件をレビューし，課題と対応策を整理
した。レビューの結果，AI を用いた災害廃棄物の効率的な分類，処分のコストの現状や基金に
よるリスクファイナンスの効果，住民参加によるリサイクル率の向上等の有望な技術やベスト
プラクティスとも呼べる具体的な事例が抽出された。これら抽出事例の効果については，可能
な限り定量的なデータを用いて考察を行うとともに，企業間ネットワークによる廃棄物処理の
効率化などの文献数の少ない視点については，より一層の研究や実践事例が必要であることを
指摘した。
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